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 決算短信の本体（「サマリー情報」）について、所定の様式の使用強制を撤廃
⇨ 効率化のための創意工夫の余地を拡大

 決算短信の添付資料について、速報性の観点から要否を再検討
⇨ 速報性を要する資料（原則として「財務諸表」「経営成績等の概況」のみ）に限定
⇨ 速報性を要しない資料（「経営方針」）は不要とし、有価証券報告書に移管

 決算短信の添付資料のうち「財務諸表」について、開示時期を柔軟化
⇨ 投資判断を誤るおそれがない場合には、決算短信の開示（決算発表）後の開示を許容

 決算発表について、監査の完了は不要であることを周知
⇨ 監査終了後に決算発表している会社（全体の約4割）に迅速な開示を促し、速報性を向上

企業価値向上のための決算短信の見直し
企業価値向上のための建設的な対話を促進する観点から、日本経済を牽引する上場会社
が直面している3つの制度開示(事業報告書・有価証券報告書・決算短信)を順次見直し
⇒ まずは、決算短信の見直しを、取引所において実施(2017年3月期より)

【米国】直近四半期業績を予想する慣行が短期主義を招いたという議論から、通期業績予想への移行が進展
【日本】半年決算の名残りで半期業績と通期業績のふたつの予想を開示する会社が主流だが、通期業績予想のみに

移行する会社も増加中
⇨ 移行会社の開示例を例示することで、希望会社の移行を後押し

業績予想の実際の開示例を列挙して例示 ⇒ 更なる多様化を後押しして、建設的な対話を促進

自由度を高めるとともに「速報」としての役割に特化 ⇒ 開示を効率化して、建設的な対話を促進
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（参考）決算短信「サマリー情報」の様式 （例）日本基準・連結・四半期

（業績予想の開示例の例示）

使用強制をやめ
参考様式に

実際の開示例を
列挙して例示

※上記の開示例は、決算短信の作成要領の一部。四半期決算短信の作成要領はこれを参照。
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